
船員保険の平成２１年度単年度収支決算の概要

○ 船員保険の平成21年度単年度収支決算は、28億円の黒字。

○ 黒字決算は、平成15年度から７年連続。

○ 船員保険制度については平成 22 年１月から改正法が施行され、労災保険及び

雇用保険に相当する部分については、それぞれ一般制度である労災保険及び雇用

保険に統合された。

○ 改正後の船員保険については､全国健康保険協会が保険者となり運営している｡

１．この単年度収支決算については、従来の船員保険の単年度収支決算と同様の手法で

作成したものである。

ただし、平成 22 年 1 月以降については、統合された労災保険及び雇用保険に相当

する部分の収支が除外されているため、平成 20 年度以前の収支決算との比較は困難

となっている。

２．全体としては、

① 収入面では、平均標準報酬月額が昨年度とほぼ同様の水準であったものの、被保

険者数は昭和 47 年度以降実質 38 年度連続で減少し、また、平成 22 年 1 月分以降

の保険料率が改定されたことにより、保険料収入が559億円、福祉施設等の売却収

入等の増加によりその他の収入が 29 億円となったこと等により、収入全体として

は652億円となった。

② 支出面では、改正法の施行に伴い平成 22 年 1 月から労災保険及び雇用保険に相

当する部分の支出が一般制度に移行したことにより給付費が減少したものの、事業

運営を全国健康保険協会に移行するための経費等により、業務取扱費が増加したた

め、支出全体として624億円となった。

３．その結果、収入652億円に対し、支出624億円となり、単年度収支は28億円の黒字

となった。

４．部門別では、

① 疾病部門において、12億円の黒字

② 年金部門において、 6億円の赤字

③ 失業部門において、14億円の黒字

等となったところ。

５．また、平成21年度の積立金（準備金）残高は353億円。これは、制度の統合に伴い、

労災勘定に983億円、雇用勘定に22億円を移換したこと等により980億円の減少。

資料１－１
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船員保険の平成２１年度単年度収支決算（全体）

（単位：億円）

区 分
平成20年度決算

（A）
平成21年度決算

（B)
差引
（B-A)

伸率

保 険 料 収 入 612 559 ▲ 52 ▲ 8.6％

一 般 会 計 か ら の 受 入 れ 39 41 2 4.4％

運 用 収 入 13 10 ▲ 3 ▲ 20.6％

職務上年金給付費等交付金 － 13 13 100.0％

そ の 他 10 29 19 179.5％

計 674 652 ▲ 22 ▲ 3.2％

疾 病 保 険 給 付 費
及 び 保 険 者 納 付 金 376 374 ▲ 2 ▲ 0.4％

病 床 転 換 支 援 金 0 0 0 38.1％

年 金 給 付 費 44 45 1 1.8％

職 務 上 年 金 給 付 費
年 金 特 別 会 計 へ 繰 入 れ

117 97 ▲ 20 ▲ 16.8％

失 業 保 険 給 付 費 17 18 1 4.7％

介 護 納 付 金 30 32 2 5.1％

業 務 取 扱 費 14 23 9 60.7％

福 祉 事 業 費 35 35 0 1.4％

諸 支 出 金 1 1 0 ▲ 7.4％

計 634 624 ▲ 9 ▲ 1.4％

単年度収支差 40 28 ▲ 13 －

積立金（準備金）残高 1,333 353 ▲ 980 －

＊従来の船員保険の単年度収支と同様の手法により作成したもの。
＊端数整理のため、計数が整合しない場合がある。
＊積立金については、制度の統合に伴い労災勘定に983億円、雇用勘定に22億円を移管している。
＊国庫補助の受入れ超過額（２億円）については、雇用勘定の歳入に繰り入れている。
＊被保険者の疾病保険料率軽減分に充てるため、準備金１億円を取り崩している。

収

入

支

出

（注）
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船員保険の平成２１年度単年度収支決算（部門別）

（１）疾病部門

（単位：億円）

区 分
平成２０年度決算

（A)
平成２１年度決算

（B)
差引
（B-A)

伸率

397 378 ▲ 19 ▲ 4.8％

医 療 分 366 348 ▲ 19 ▲ 5.1％

介 護 分 31 30 ▲ 1 ▲ 1.6％

30 31 1 3.5％

－ 6 6 －

0 0

－ 1 1 －

－ 4 4 －

427 419 ▲ 8 ▲ 1.9％

254 251 ▲ 3 ▲ 1.1％

医 療 給 付 費 204 204 0 ▲ 0.2％

現 金 給 付 費 49 47 ▲ 2 ▲ 4.8％

38 47 9 24.8％

58 64 6 10.1％

18 12 ▲ 6 ▲ 32.7％
(3) (2)

8 0 ▲ 8 ▲ 100.0％
(1) (▲3)

0 0 0 38.1％

30 32 2 5.1％
(▲3) (▲2)

0 0 0 45.0％

406 406 0 0.0％

単年度収支差 21 12 ▲ 8 －

［基礎計数］

（ 医 療 分 ） 62,809人 61,595人 ▲ 1,214人 ▲ 1.9％
（ 介 護 分 ） 42,139人 40,633人 ▲ 1,506人 ▲ 3.6％
（ 医 療 分 ） 394,670円 394,900円 230円 0.1％
（ 介 護 分 ） 423,724円 424,833円 1,109円 0.3％
（ 医 療 分 ） 1.327月 1.214月 ▲ 0.113月 ▲ 8.5％
（ 介 護 分 ） 1.304月 1.233月 ▲ 0.071月 ▲ 5.4％
（ 医 療 分 ） 111.0‰ － － －
（ 介 護 分 ） 13.1‰ － － －
（ 医 療 分 ） 583,361円 564,418円 ▲ 18,943円 ▲ 3.2％
（ 介 護 分 ） 72,593円 74,047円 1,454円 2.0％
保 険 給 付 費 403,783円 407,179円 3,396円 0.8％
医 療 給 付 費 325,123円 330,799円 5,676円 1.7％
現 金 給 付 費 78,660円 76,380円 ▲ 2,280円 ▲ 2.9％

収

入

保 険 料 収 入

一 般 会 計 か ら の 受 入 れ

職務上年金給付費等交付金

運 用 収 入

準 備 金 繰 入 れ

雑 収 入

計

平 均 賞 与 月 数

支

出

疾 病 保 険 給 付 費

前 期 高 齢 者 納 付 金

後 期 高 齢 者 支 援 金

退 職 者 給 付 拠 出 金
（ う ち 前 々 年 度 精 算 額 ）

老 人 保 健 拠 出 金
（ う ち 前 々 年 度 精 算 額 ）

病 床 転 換 支 援 金

介 護 納 付 金
（ う ち 前 々 年 度 精 算 額 ）

福 祉 事 業 費

計

被 保 険 者 数

平均標準報酬月額

保 険 料 率

平 均 保 険 料 額

被保険者１人当たり
〃
〃
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（２）年金部門

（単位：億円）

区 分
平成２０年度決算

（A)
平成２１年度決算

（B)
差引
（A-B)

伸率

135 114 ▲ 21 ▲ 15.2％

0 0 0 ▲ 48.4％

13 10 ▲ 3 ▲ 20.7％

－ 8 8 －

8 5 ▲ 3 ▲ 38.1％

156 137 ▲ 19 ▲ 12.0％

44 45 1 1.8％

117 97 ▲ 20 ▲ 16.8％

1 1 0 ▲ 7.4％

162 143 ▲ 19 ▲ 11.7％

単年度収支差 ▲ 6 ▲ 6 0

［基礎計数］

59,626人 57,884人 ▲ 1,742人 ▲ 2.9％

399,023円 399,440円 417円 0.1％

1.327月 1.214月 ▲ 0.113月 ▲ 8.5％

44.0‰ － － －

226,326円 154,441円 ▲ 71,885円 ▲ 31.8％

270,498円 245,940円 ▲ 24,558円 ▲ 9.1％

被 保 険 者 数

平 均 標 準 報 酬 月 額

平 均 賞 与 月 数

保 険 料 率

平 均 保 険 料 額

被保険者１人当たり保険給付費

そ の 他

計

支

出

年 金 保 険 給 付 費

職 務 上 年 金 給 付 費
年金特別会計へ繰り入れ

諸 支 出 金

計

収

入

保 険 料 収 入

一 般 会 計 か ら の 受 入 れ

運 用 収 入

職務上年金給付費等交付金
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（３）失業部門

（単位：億円）

区 分
平成２０年度決算

（A)
平成２１年度決算

（B)
差引
（A-B)

伸率

35 27 ▲ 9 ▲ 24.0％

2 4 2 142.0％

1 0 0 ▲ 33.8％

38 31 ▲ 6 ▲ 17.2％

17 18 1 4.7％

－ － － －

17 18 1 4.7％

単年度収支差 21 14 ▲ 7 －

［基礎計数］

48,272人 47,015人 ▲ 1,257人 ▲ 2.6％

422,730円 423,959円 1,229円 0.3％

1.528月 1.383月 ▲ 0.145月 ▲ 9.5％

12.0‰ 10.5‰ － －

73,539円 57,399円 ▲ 16,140円 ▲ 21.9％

34,834円 37,444円 2,610円 7.5％

18.06人 23.50人 5.44人 30.1％
被 保 険 者 １ ， ０ ０ ０ 人 当 た り
失 業 保 険 金 受 給 者 数

被 保 険 者 数

平 均 標 準 報 酬 月 額

平 均 賞 与 月 数

保 険 料 率

平 均 保 険 料 額

被保険者１人当たり保険給付費

支

出

失 業 保 険 給 付 費

そ の 他

計

収

入

保 険 料 収 入

一 般 会 計 か ら の 受 入 れ

そ の 他

計
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船員保険の単年度収支決算（全体）の推移

（単位：億円）

区 分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

保 険 料 収 入 719 710 666 682 652 639 621 615 612 559

一般会計からの受入れ 57 57 54 54 49 43 42 39 39 41

運 用 収 入 31 30 24 20 15 17 13 13 13 10

前 年 度 剰 余 金 受 入 1 3 3 0 3 5 3 1 1 0

そ の 他 13 2 4 4 3 4 8 9 10 42

年 金 特 別 会 計
業務勘定からの受入れ

23 24 2 2 2 6 2 3 - -

計 844 826 753 762 724 714 689 680 675 652

疾 病 保 険 給 付 費
及 び 保 険 者 納 付 金

522 485 457 418 377 356 361 371 376 374

病 床 転 換 支 援 金 - - - - - - - - 0 0

年 金 保 険 給 付 費 38 38 39 39 40 41 44 44 44 45

職 務 上 年 金 給 付
年金特別会計へ繰入れ

147 143 139 136 133 128 125 121 117 97

失 業 保 険 給 付 費 75 68 68 47 31 26 23 17 17 18

介 護 納 付 金 16 54 27 30 33 30 31 33 30 32

業 務 取 扱 費 23 22 20 20 18 16 16 13 14 22

福 祉 事 業 費 51 46 43 41 36 37 35 33 35 35

諸 支 出 金 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

そ の 他 3 3 0 3 5 3 1 1 0 0

計 876 860 794 735 674 638 637 634 634 624

▲ 31 ▲ 34 ▲ 42 28 51 74 53 46 40 28

1,118 1,083 1,041 1,069 1,120 1,194 1,247 1,293 1,333 353

(▲ 5.0%) (▲ 5.0%) (▲ 6.7%) (▲ 6.2%) (▲ 4.1%) (▲ 0.7%) (▲ 2.5%) (▲ 1.1%) (▲ 1.1%) (▲ 2.9%)
被 保 険 者 数 78,891人 74,963人 69,960人 65,611人 62,943人 62,521人 60,971人 60,291人 59,626人 57,884人

(▲ 0.4%) (▲ 1.4%) (▲ 0.4%) (4.6%) (▲ 1.2%) (▲ 0.3%) (▲ 0.4%) (2.2%) (1.9%) (0.1%)
平 均 標 準 報 酬 月 額 379,933円 374,765円 373,449円 390,603円 386,061円 384,951円 383,222円 391,477円 399,023円 399,440円

＊基礎計数は、年金部門に係るもの。

＊基礎計数の（ ）内は、対前年度伸び率。

＊端数整理のため、計数が整合しない場合がある。

＊平成21年度については、従来の船員保険の単年度収支と同様の手法で作成したもの。

＊積立金については、制度の統合に伴い労災勘定に983億円、雇用勘定に22億円を移換している。

基

礎

計

数

収

入

支

出

単 年 度 収 支 差

積 立 金 残 高
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平成21年度の船員保険の単年度収支決算の概要

【国】
年金特別会計

業務勘定

（収入） （支出）
保険料収入 396億円 保険給付費 181億円
国庫補助金等 32億円 拠出金等 82億円
運用収入 10億円 介護納付金 21億円
その他 27億円 失業保険給付費 18億円

年金保険給付費 37億円
年金特別会計へ繰入 97億円
その他 42億円

【国】船員保険特別会計

保険料

過誤納保険料

～
平
成
21
年
12
月

（参考）

【国】
年金特別会計

健康勘定

保険料
158億円

業務勘定繰入
（適用・徴収経費）

14百万円

（収入） （支出）
保険料等交付金 129億円 疾病保険給付費 70億円
任継保険料 6億円 拠出金等 41億円
国庫補助金等 22億円 介護納付金 11億円
その他 2億円 年金保険給付費 9億円

業務経費・一般管理費 16億円

その他 0億円

保険料等交付金

任継保険料

協会
決算

これまでの

国の会計ベース
による収支

【協 会】

計
554億円

（注）保険料等交付金には、次年度に交付される未交付分を含むので、国の保険料収入とは一致しない。

過誤納保険料 平
成
22
年
１
月
～
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